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【事務連絡者氏名】 取締役最高財務責任者　兼　管理部長　　加登住　眞

【届出の対象とした募集有価証券の種類】 新株予約権付社債及び新株予約権証券

【届出の対象とした募集金額】 その他の者に対する割当

 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債 104,700,000円

 第９回新株予約権証券 4,960,000円

 新株予約権証券の発行価額の総額に新株予約権の行使に際し

て払い込むべき金額の合計額を合算した金額

  842,560,000円

 （注）　新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場

合及び当社が取得した新株予約権を消却した場合に

は、新株予約権証券の発行価額の総額に新株予約権

の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算し

た金額は減少します。

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

株式会社キャンバス(E23487)

有価証券届出書（組込方式）

 1/34



第一部【証券情報】
 

第１【募集要項】
 

１【新規発行新株予約権付社債（短期社債を除く。）】

銘柄 株式会社キャンバス第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社

債間限定同順位特約付）（以下、「本新株予約権付社債」、その社債部分を「本社債」、そ

の新株予約権部分を「本転換社債型新株予約権」という。）

記名・無記名の別 無記名式とし、社債券及び新株予約権証券は発行しない。

券面総額又は振替社

債の総額（円）

金104,700,000円

各社債の金額（円） 金2,617,500円の１種

発行価額の総額

（円）

金104,700,000円

発行価格（円） 各本社債の金額100円につき金100円。

 但し、本転換社債型新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。

利率（％） 年率3.0％（固定）

利払日 毎年３月31日及び９月30日

利息支払の方法 １　本社債の利息は、払込期日の翌日から満期償還日（但し、繰上償還される場合は繰上償

還日）までこれを付するものとし、平成26年３月31日を第１回の利払日としてその日ま

での分を支払い、その後毎年９月30日及び３月31日（但し、繰上償還される場合には、

繰上償還日）（以下、「利払日」という。）に、当該利払日の直前の利払日（第１回の

利払日においては払込期日）の翌日から当該利払日までの期間（以下、「利息計算期

間」という。）について、各々その日までの前半か年分を支払う。但し、半か年分に満

たない利息計算期間につき利息を計算するときは、１年を365日とする日割りをもって

これを計算し、円位未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てる。本項に従い決定さ

れる、各利払日に支払われるべき各本社債の利息の金額を「利息金額」という。

 ２　利払日が東京における銀行休業日にあたるときは、その支払いを当該利払日の直前の銀

行営業日に繰り上げるものとする。

 ３　本転換社債型新株予約権の行使の効力発生日から後は、当該行使に係る各本社債の利息

は発生しない。また、当該行使の効力が生じた日までの未払利息は、当該行使の効力が

生じた日から10営業日以内に支払う。

 ４　償還期日後は利息を付さない。但し、償還期日に弁済の提供がなされなかった場合に

は、当該元本について、償還期日の翌日（この日を含む。）から弁済の提供がなされた

日（この日を含む。）までの期間につき、年14.5％の利率による遅延損害金を付するも

のとする。

 ５　利息の支払場所

 株式会社キャンバス　管理部

償還期限 平成27年12月１日
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償還の方法 １　償還金額、償還の方法及び期限

 (1）本社債は、平成27年12月１日にその総額を各本社債の金額100円につき金100円で償還

する。

 (2）繰上償還

 当社は、平成25年12月２日以降、償還すべき日の２週間以上前に本転換社債型新株予

約権付社債の社債権者（以下、「本社債権者」という。）に対し事前の通知（撤回不

能とする。）を行った上で、当該繰上償還日に、その選択により、その時点で残存す

る本社債の全部（一部は不可）を、各本社債の額面100円につき金100円の割合で、繰

上償還日まで（当日を含む。）の未払経過利息（本社債の利息のうち、支払期が到来

せず、まだ支払われていないものをいい、以下同様とする。）及び未払残高の支払と

ともに繰上償還することができる。

 (3）本項に定める償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを

繰り上げる。

 ２　買入消却

 (1）当社は、本新株予約権付社債権者と合意の上、随時本新株予約権付社債をいかなる価

格でも買入れることができる。

 (2）当社が本新株予約権付社債を買入れた場合には、当社は、いつでも、その選択によ

り、当該本新株予約権付社債に係る本社債を消却することができ、かかる消却と同時

に当該本新株予約権付社債に係る本転換社債型新株予約権は消滅する。

募集の方法 第三者割当の方法により、次の者に割り当てる。

 マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社（以下、「マイルストーン社」とい

う。）

 104,700,000円

申込証拠金（円） 該当事項はありません。

申込期日 平成25年12月２日

申込取扱場所 株式会社キャンバス　管理部

 静岡県沼津市大手町２丁目２番１号

払込期日 平成25年12月２日

振替機関 該当事項はありません。

担保の種類 該当事項なし

担保の目的物 該当事項なし

担保の順位 該当事項なし

先順位の担保をつけ

た債権の金額

該当事項なし

担保の目的物に関し

担保権者に対抗する

権利

該当事項なし

担保付社債信託法上

の受託会社

該当事項なし

担保の保証 該当事項なし
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財務上の特約

（担保提供制限）

１　当社は、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新株予約権付社債発行後、

当社が国内で発行する他の転換社債型新株予約権付社債に担保権を設定する場合には、

本新株予約権付社債のためにも担保付社債信託法に基づき、同順位の担保権を設定す

る。なお、転換社債型新株予約権付社債とは、会社法第２条第22号に定義される新株予

約権付社債であって、それに係る社債を新株予約権の行使に際してする出資の目的とす

るものをいう。

 ２　本欄第１項に基づき本新株予約権付社債に担保権を設定する場合、本社債を担保するの

に十分な担保権を追加設定するとともに、担保権設定登記手続その他担保権の設定に必

要な手続きを速やかに完了の上、担保付社債信託法第41条第４項の規定に準じて公告す

るものとする。

財務上の特約

（その他の条項）

本新株予約権付社債には担保切替条項等その他一切の財務上の特約は付されていない。

　（注）１　社債管理者の不設置

本新株予約権付社債は、会社法第702条但書の要件を充たすものであり、社債管理者は設置されない。

２　期限の利益喪失に関する特約

当社は、次のいずれかの事由が発生した場合には、本社債につき期限の利益を喪失する。

(1）当社が上記表中「利息支払の方法」及び「償還の方法」欄記載の規定に違背し、３営業日以内にその履行が

なされないとき。

(2）当社が担保設定制限等の規定に違背し、本新株予約権付社債権者から是正を求める通知を受領したのち30日

を経過してもその履行又は是正をしないとき。

(3）当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、又は期限が到来してもその弁済をすることができな

いとき。

(4）当社が、社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失し、若しくは期限が到来してもその弁済をするこ

とができないとき、又は当社以外の社債若しくはその他の借入金債務に対して当社が行った保証債務につい

て履行義務が発生したにもかかわらず、その履行をすることができないとき。

(5）当社が破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別清算開始の申立をし、又は取締役

会において解散（合併の場合を除く。）議案を株主総会に提出する旨の決議をしたとき。

(6）当社が破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生法手続開始の決定又は特別清算開始の命令を受け

たとき。

３　本新株予約権付社債の社債権者に対する通知の公告

本新株予約権付社債権者に対する通知は、当社の定款所定の公告の方法によりこれを行う。但し、法令に別段の

定めがある場合を除き、公告に代えて各本社債権者に書面により通知する方法によることができる。

４　社債権者集会に関する事項

(1）本社債の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、開催日の少なくとも２週間前までに本社債の社債

権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号所定の事項を公告又は通知する。

(2）本社債の社債権者集会は東京都においてこれを行う。

(3）本社債の種類（会社法第681条第１号に定める種類をいう。）の社債の総額（償還済みの額を除き、当社が有す

る当該社債の金額の合計額は算入しない。）の10分の１以上にあたる本社債を有する本社債権者は、社債権者

集会の目的である事項及び招集の理由を記載した書面を当社に提出して、社債権者集会の招集を請求すること

ができる。

５　償還金支払事務取扱者（償還金支払場所）

株式会社キャンバス　管理部

６　取得格付

格付は取得していない。
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（新株予約権付社債に関する事項）

新株予約権の目的となる

株式の種類

当社普通株式

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であ

る。

 なお、当社の単元株式数は100株である。

新株予約権の目的となる

株式の数

本転換社債型新株予約権の行使により当社が新たに発行し又はこれに代えて当社の保有

する当社普通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は処分を当社普通株式の「交

付」という。）する当社普通株式の数は、同時に行使された本転換社債型新株予約権に

係る本社債のうち残存金額の総額を当該行使時において有効な転換価額（別記「新株予

約権の行使時の払込金額」欄第２項で定義される。）で除して得られる最大整数とす

る。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。

新株予約権の行使時の払

込金額

１　本転換社債型新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はそ

の算定方法

 (1）本転換社債型新株予約権１個の行使に際し、当該本転換社債型新株予約権が付さ

れた各本社債を出資するものとする。

 (2）本転換社債型新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債

の金額と同額とする。

 ２　転換価額

 各本転換社債型新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあ

たり用いられる価額（以下、「転換価額」という。）は、1,047円とする。なお、

転換価額は本欄第３項に定めるところに従い調整されることがある。

 ３　転換価額の調整

 (1）時価下発行による転換価額の調整

 ①　当社は、本新株予約権付社債の発行後、本号②に掲げる各事由により当社の発

行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次

に定める算式（以下、「時価下発行による転換価額調整式」という。）により

転換価額を調整する。

 
　

    
既発行普
通株式数

＋

交付株式数×
１株あたり
の払込金額

調整後
転換価額

＝
調整前
転換価額

×
１株あたりの時価

既発行普通株式数＋交付株式数
　

 ②　時価下発行による転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換価額の調整

を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期については、次に定めるとこ

ろによる。

 イ　時価（本項第(2)号②に定義される。）を下回る払込金額をもってその発行

する当社普通株式又はその処分する当社の有する当社普通株式を引き受ける

者の募集をする場合（但し、下記ロの場合、新株予約権（新株予約権付社債

に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の

取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通

株式を交付する場合、及び株式交換又は合併により当社普通株式を交付する

場合を除く。）

 調整後の転換価額は、払込期日又は払込期間の末日の翌日以降、また、当該

募集において株主に株式の割当てを受ける権利を与える場合は、当該権利を

与える株主を定めるための基準日の翌日以降これを適用する。

 ロ　普通株式の株式分割又は無償割当をする場合

 調整後の転換価額は、当該株式分割又は無償割当により株式を取得する株主

を定めるための基準日（基準日を定めない場合は、効力発生日）の翌日以降

これを適用する。
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 ハ　時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付

株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。）を発行する場合、又は時価を下回る価額をもって当

社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。）その他の証券又は権利を発行する場合

 調整後の転換価額は、発行される株式又は新株予約権その他の証券又は権利

（以下、「取得請求権付株式等」という。）の全てが当初の条件で取得又は

行使され当社普通株式が交付されたものとみなして時価下発行による転換価

額調整式を準用して算出するものとし、当該取得請求権付株式等の払込期日

又は払込期間末日の翌日以降、また、当該募集において株主に割り当てを受

ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日（基

準日を定めない場合は、その効力発生日）の翌日以降これを適用する。

 ニ　上記イ乃至ハの場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該

基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としている

ときには、上記イ乃至ハにかかわらず、調整後の転換価額は、当該承認が

あった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日

から当該承認があった日までに本転換社債型新株予約権の行使請求をした新

株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。こ

の場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は

行わない。

 
　

交付普通
株式数

＝

（調整前転換価額－調整後転換価額）×
調整前転換価額によ
り当該期間内に交付
された普通株式数

調整後転換価額
　

 (2）時価下発行による転換価額調整式及び特別配当による転換価額調整式（以下、

「転換価額調整式」と総称する。）の取扱いは以下に定めるところによる。

 ①　転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２

位を切り捨てる。

 ②　転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日に先立つ45

取引日目に始まる30取引日（当社普通株式に関し終値のない日数を除く。）の

当社普通株式終値の平均値とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数

第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

 ③　時価下発行による転換価額調整式で使用する既発行株式数は、当該募集におい

て株主に株式の割当てを受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を

定めるための基準日、また、それ以外の場合は、調整後の転換価額を適用する

日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社

の有する当社普通株式の数を控除した数とする。

 ④　時価下発行による転換価額調整式により算出された転換価額と調整前転換価額

との差額が１円未満にとどまるときは、転換価額の調整は行わないこととす

る。但し、次に転換価額の調整を必要とする事由が発生し転換価額を算出する

場合は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価額からこ

の差額を差引いた額を使用するものとする。

 (3）本項第(1)号②の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に

は、当社は、必要な転換価額の調整を行う。

 ①　株式の併合、合併、会社分割、株式移転又は株式交換のために転換価額の調整

を必要とするとき。

 ②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生に

より転換価額の調整を必要とするとき。
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 ③　転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調

整後の転換価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響

を考慮する必要があるとき。

 (4）本項第(1)号乃至第(4)号により転換価額の調整を行うときは、当社は、あらかじ

め書面によりその旨ならびにその事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及

びその適用の日その他必要な事項を本新株予約権付社債権者に通知する。但し、

適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降す

みやかにこれを行う。

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価額の総額

金104,700,000円

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組

入額

１　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本転換社債型新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、別

記「新株予約権の行使時の払込金額」欄記載の転換価額（転換価額が調整された場

合は調整後の転換価額）とする。

 ２　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備

金に関する事項

 (1）本転換社債型新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本

金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２

分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り

上げるものとする。

 (2）本転換社債型新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本

準備金の額は、本項(1)記載の資本金等増加限度額から本項(1)に定める増加する

資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使期間 平成25年12月２日から平成27年12月１日（但し、行使期間最終日が銀行営業日でない場

合にはその前銀行営業日）までの間（以下、「行使期間」という。）、いつでも、本転

換社債型新株予約権を行使することができる。行使期間を経過した後は、本転換社債型

新株予約権は行使できないものとする。

新株予約権の行使請求の

受付場所、取次場所及び

払込取扱場所

１　新株予約権の行使請求の受付場所

株式会社キャンバス　管理部

２　新株予約権の行使請求の取次場所

該当事項はありません。

 ３　新株予約権の行使請求の払込取扱場所

 該当事項はありません。

新株予約権の行使の条件 各本転換社債型新株予約権の一部行使はできないものとする。

自己新株予約権の取得の

事由及び取得の条件

該当事項はありません。

新株予約権の譲渡に関す

る事項

本新株予約権付社債は、会社法第254条第２項本文及び第３項本文の定めにより、本転

換社債型新株予約権又は本社債の一方のみを譲渡することはできない。

代用払込みに関する事項 １　本転換社債型新株予約権１個の行使に際し、当該本転換社債型新株予約権が付され

た各本社債を出資するものとする。

 ２　本転換社債型新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の

額面金額と同額とする。
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組織再編成行為に伴う新

株予約権の交付に関する

事項

当社が組織再編行為を行う場合は、承継会社等をして、組織再編の効力発生日の直前に

おいて残存する本新株予約権付社債に付された本転換社債型新株予約権の所持人に対し

て、当該本転換社債型新株予約権の所持人の有する本転換社債型新株予約権に代えて、

それぞれの場合につき、承継会社等の新株予約権で、本項に掲げる内容のもの（以下、

「承継新株予約権」という。）を交付させるものとする。この場合、組織再編の効力発

生日において、本転換社債型新株予約権は消滅し、本社債に係る債務は承継会社等に承

継され、本転換社債型新株予約権の所持人は、承継新株予約権の新株予約権所持人とな

るものとし、本新株予約権付社債の要項の本転換社債型新株予約権に関する規定は承継

新株予約権について準用する。

 (1）交付される承継会社等の新株予約権の数

 当該組織再編行為の効力発生日直前において残存する本新株予約権付社債の所持

人が保有する本転換社債型新株予約権の数と同一の数とする。

 (2）承継会社等の新株予約権の目的たる株式の種類

 承継会社等の普通株式とする。

 (3）承継会社等の新株予約権の目的たる株式の数

 承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、

当該組織再編行為の条件を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定

するほか、以下に従う。なお、転換価額は別記「新株予約権の行使時の払込金

額」欄第２項及び第３項と同様の調整に服する。

 ①　合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直

後に承継会社等の新株予約権を行使したときに、当該組織再編行為の効力発生

日の直前に本転換社債型新株予約権を行使した場合に得られる数の当社普通株

式の保有者が当該組織再編行為において受領する承継会社等の普通株式の数を

受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編行為に際して承継会社等

の普通株式以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財

産の公正な市場価値を承継会社等の普通株式の時価で除して得られる数に等し

い承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。

 ②　その他の組織再編行為の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承

継会社等の新株予約権を行使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の直

前に本転換社債型新株予約権を行使した場合に本新株予約権付社債所持人が得

ることのできる経済的利益と同等の経済的利益を受領できるように、転換価額

を定める。

 (4）承継会社等の新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又は

その算定方法

 承継会社等の新株予約権１個の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、

承継会社等の新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債

の金額と同額とする。

 (5）承継会社等の新株予約権を行使することができる期間

 当該組織再編行為の効力発生日又は承継会社等の新株予約権を交付した日のいず

れか遅い日から、別記「新株予約権の行使期間」欄に定める本転換社債型新株予

約権の行使期間の満了日までとする。

 (6）承継会社等の新株予約権の行使の条件

 別記「新株予約権の行使の条件」欄に準じて決定する。

 (7）承継会社等の新株予約権の取得条項

 定めない。
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 (8）承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金及び資本準備金に関する事項

 承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本

金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２

分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り

上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加す

る資本金の額を減じた額とする。

 (9）組織再編行為が生じた場合

 本項の規定に準じて決定する。

 (10）その他

 承継会社等の新株予約権の行使により承継会社等が交付する承継会社等の普通株

式の数につき、１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨て、現金による調

整は行わない（承継会社等が単元株制度を採用している場合において、承継会社

等の新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、会社法に定める

単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算し、１株未満

の端数はこれを切り捨てる。）。また、当該組織再編行為の効力発生日時点にお

ける本新株予約権付社債所持人は、本社債を承継会社等の新株予約権とは別に譲

渡することができないものとする。かかる本社債の譲渡に関する制限が法律上無

効とされる場合には、承継会社等が発行する本社債と同様の社債に付された承継

会社等の新株予約権を、当該組織再編行為の効力発生日直前の本新株予約権付社

債所持人に対し、本転換社債型新株予約権及び本社債の代わりに交付できるもの

とする。

　（注）１　本社債に付された新株予約権の数

各本社債に付された新株予約権の数は１個とし、合計40個の新株予約権を発行する。

２　本転換社債型新株予約権の行使請求の方法

(1）行使請求しようとする本新株予約権付社債権者は、当社の定める行使請求書に、行使する本転換社債型新株予

約権に係る本新株予約権付社債を表示し、新株予約権を行使する年月日等を記載してこれに記名捺印し、行使

する本転換社債型新株予約権に係る本社債の保有者である旨を証明する書面を社債原簿管理人に提出し、社債

原簿管理人による確認を受けた上、行使請求期間中に行使請求受付場所に提出しなければならない。

(2）行使請求受付場所に対し行使請求に要する書類が到達した後、本転換社債型新株予約権者は、これを撤回する

ことができない。

３　本転換社債型新株予約権の行使請求の効力発生時期

(1）本転換社債型新株予約権の行使請求の効力は、上記（注）２に従い行使に要する書類が行使請求受付場所に到

達した日に発生する。

(2）本転換社債型新株予約権の行使の効力が発生したときは、当該本転換社債型新株予約権に係る本社債について

弁済期が到来するものとする。

４　株式の交付方法

当社は、行使の効力発生後、当該行使に係る本新株予約権付社債権者に対し、当該本新株予約権付社債権者が指

定する振替機関又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行うことにより株式を

交付する。

 

２【新株予約権付社債の引受け及び新株予約権付社債管理の委託】

　該当事項はありません。
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３【新規発行新株予約権証券（第９回新株予約権証券）】

（１）【募集の条件】

発行数 800個（新株予約権１個につき1,000株）

発行価額の総額 4,960,000円

発行価格 新株予約権１個につき6,200円（新株予約権の目的である株式１株当たり6.20円）

申込手数料 該当事項はありません。

申込単位 １個

申込期間 平成25年12月２日（月）

申込証拠金 該当事項はありません。

申込取扱場所
株式会社キャンバス　管理部
静岡県沼津市大手町２丁目２番１号

払込期日 平成25年12月２日（月）

割当日 平成25年12月２日（月）

払込取扱場所 株式会社みずほ銀行　三島支店

　（注）１．第９回新株予約権証券（以下「本新株予約権」という。）の発行については、平成25年11月14日（木）開催の当

社取締役会決議によるものであります。

２．申込み及び払込みの方法は、当社及び割当予定先との間で本新株予約権の「総数引受契約」を締結し、払込期日

までに上記払込取扱場所へ発行価額の総額を払い込むものとします。

３．本新株予約権の募集は第三者割当の方法によります。

４．振替機関の名称及び住所は次のとおりであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

EDINET提出書類

株式会社キャンバス(E23487)

有価証券届出書（組込方式）

10/34



（２）【新株予約権の内容等】

新株予約権の目的と

なる株式の種類

株式会社キャンバス　普通株式

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。

 なお、単元株式数は100株である。

新株予約権の目的と

なる株式の数

１．本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式800,000株とする（本

新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下「割当株式数」という。）は1,000

株とする。）。但し、本欄第２項及び第３項により割当株式数が調整される場合には、

本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとす

る。

 ２．当社が別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄の規定に従って行使価額（同欄第２項

に定義する。以下同じ。）の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整さ

れる。但し、かかる調整は当該時点において未行使の本新株予約権にかかる割当株式数

についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算

式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、別記「新株予約権の行使時の払込金

額」欄に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

 
　

調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額
　

 ３．調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る別記「新株予約権の行使時の払込金

額」欄第３項第(2)号及び第(5)号による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行

使価額を適用する日と同日とする。

 ４．割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日まで

に、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、

調整後割当株式数及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、適用

開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかに

これを行う。

新株予約権の行使時

の払込金額

１．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割

当株式数を乗じた額とする。

 ２．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行し又はこれに代えて当社の

保有する当社普通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は処分を「交付」とい

う。）する場合における株式１株あたりの出資される財産の価額（以下「行使価額」と

いう。）は、1,047円とする。但し、行使価額は本欄第３項の規定に従って調整される

ものとする。

 ３．行使価額の調整

 (1）当社は、本新株予約権の発行後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普

通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算

式（以下「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整する。

 
　

    
既発行
株式数

＋

交付株式数×
１株あたり
払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
１株あたりの時価

既発行株式数＋交付株式数
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 (2）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期につ

いては、次に定めるところによる。

 ①　本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交付

する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、新株予約権（新株予約権付社

債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取

得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交

付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合

を除く。）

 調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日と

し、無償割当ての場合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる交付につき株

主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これ

を適用する。

 ②　普通株式について株式の分割をする場合

 調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

 ③　本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めの

ある取得請求権付株式又は本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって

当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを

含む。）を発行又は付与する場合

 調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部にかかる取得請求権又は新株予約権の

全部が当初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出する

ものとし、払込期日（新株予約権の場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合

は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるた

めの基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

 ④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付

されたものを含む。）の取得と引換えに本項第(4)号②に定める時価を下回る価額

をもって当社普通株式を交付する場合

 調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

 ⑤　本項第(2)号①から④までの各取引において、株主に割当を受ける権利を与えるた

めの基準日が設定され、かつ各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は

取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには本項第(2)号①から④

にかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適用す

る。

 この場合において当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株

予約権を行使した本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式

を交付するものとする。

 
　

株式数＝

（調整前行使価額－調整後行使価額）×
調整前行使価額により当該期
間内に交付された株式数

調整後行使価額
　

 この場合、１株未満の端数が生じるときはこれを切り捨て、現金による調整は行わ

ない。

 (3）行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未

満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必

要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行

使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

EDINET提出書類

株式会社キャンバス(E23487)

有価証券届出書（組込方式）

12/34



 (4）①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位

を切り捨てるものとする。

 ②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立

つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日を除く。）の株式会社東京証券取

引所マザーズ市場（以下「東証マザーズ」という。）における当社普通株式の普

通取引の終値の単純平均値とする。この場合、単純平均値の計算は、円位未満小

数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものとする。

 ③　行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与える

ための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行

使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式の総数

から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。

 (5）上記第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当

社は、必要な行使価額の調整を行う。

 ①　株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価

額の調整を必要とするとき。

 ②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により

行使価額の調整を必要とするとき。

 ③　行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行

使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必

要があるとき。

 (6）行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、

本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整

後行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記通知

を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使に

より株式を発行する

場合の株式の発行価

額の総額

842,560,000円

（注）　新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した新株予約

権を消却した場合には、新株予約権の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して

払い込むべき金額の合計額を合算した金額は減少する。

新株予約権の行使に

より株式を発行する

場合の株式の発行価

格及び資本組入額

１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る各

本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の総額に、行使請求に係る各本新株予約

権の発行価額の総額を加えた額を、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載の

対象株式数で除した額とする。

 ２．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金本

新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、

会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金

額とし（計算の結果１円未満の端数が生じる場合はその端数を切り上げた額とす

る。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加する資本準

備金の額とする。

新株予約権の行使期

間

平成25年12月２日から平成27年12月１日（但し、平成27年12月１日が銀行営業日でない場合

にはその前銀行営業日）までの期間とする。但し、別記「組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項」欄に定める組織再編行為をするために本新株予約権の行使の停止が必

要である場合は、それらの効力発生日から14日以内の日に先立つ30日以内の当社が指定する

期間は、本新株予約権を行使することはできない。この場合は、行使を停止する期間その他

必要な事項を、当該期間の開始日の１ヶ月前までに通知する。
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新株予約権の行使請

求の受付場所、取次

場所及び払込取扱場

所

１．新株予約権の行使請求の受付場所

株式会社キャンバス　管理部

静岡県沼津市大手町２丁目２番１号

２．新株予約権の行使請求の取次場所

該当事項はありません。

 ３．新株予約権の行使請求の払込取扱場所

 株式会社みずほ銀行　三島支店

新株予約権の行使の

条件

１．本新株予約権の行使により、行使に係る本新株予約権の新株予約権者が保有することと

なる当社株式数が、本新株予約権の発行決議日（平成25年11月14日）時点における当社

発行済株式総数（3,671,500株）の10％（367,150株）（但し、別記「新株予約権の行使

時の払込金額」欄に規定される行使価額の調整事由が生じた場合には適切に調整され

る。）を超えることとなる場合の、当該10％（但し、別記「新株予約権の行使時の払込

金額」欄に規定される行使価額の調整事由が生じた場合には適切に調整される。）を超

える部分に係る新株予約権の行使はできない。

 ２．本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を

超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

 ３．各本新株予約権の一部行使はできない。

自己新株予約権の取

得の事由及び取得の

条件

本新株予約権の割当日から６ヶ月を経過した日以降いつでも、当社は取締役会により本新株

予約権を取得する旨及び本新株予約権を取得する日（以下「取得日」という。）を決議する

ことができる。当社は、当該取締役会決議の後、取得の対象となる本新株予約権の新株予約

権者に対し、取得日の通知又は公告を当該取得日の20営業日前までに行うことにより、取得

日の到来をもって、本新株予約権１個につき本新株予約権１個当たりの払込価額と同額で、

当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。本新株予約権

の一部の取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものとする。

新株予約権の譲渡に

関する事項

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する

事項

該当事項はありません。

組織再編成行為に伴

う新株予約権の交付

に関する事項

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社

となる吸収分割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、又は

株式移転完全子会社となる株式移転（以下「組織再編行為」と総称する。）を行う場合は、

当該組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権に代わり、それぞれ吸

収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新設分割設立会社、株式交換完全

親会社又は株式移転設立完全親会社（以下「再編当事会社」と総称する。）は以下の条件に

基づき本新株予約権にかかる新株予約権者に新たに新株予約権を交付するものとする。

 ①　新たに交付される新株予約権の数

 新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織再編行為の条件等を勘案して合

理的に調整する。調整後の１個未満の端数は切り捨てる。

 ②　新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類

 再編当事会社の同種の株式

 ③　新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数の算定方法

 組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１株未満の端数は切り上

げる。

 ④　新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

 組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１円未満の端数は切り上

げる。
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 ⑤　新たに交付される新株予約権に係る行使期間、当該新株予約権の行使により株式を発行

する場合における増加する資本金及び資本準備金、再編当事会社による当該新株予約権

の取得事由、組織再編行為の場合の新株予約権の交付、新株予約権証券及び行使の条件

 本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為に際して決定する。

 ⑥　新たに交付される新株予約権の譲渡による取得の制限

 新たに交付される新株予約権の譲渡による取得については、再編当事会社の取締役会の

承認を要する。

　（注）１．本新株予約権の行使指示

当社は、割当予定先と締結されるコミットメント条項付き第三者割当契約（以下「本契約」といいます。）に基

づき、当日を含めた５連続取引日（終値のない日を除く。）の東証マザーズにおける当社普通株式の普通取引の

終値単純平均が本新株予約権の行使価額の一定割合を超過した場合（かかる場合を以下「条件成就」といいま

す。）、市場環境及び他の資金調達手法等を総合的に検討し、条件成就の日の東証マザーズにおける当社普通株

式の出来高に連動した一定個数を上限に、本新株予約権の行使を指示（以下「行使指示」といいます。）するこ

とができます。行使指示を受けた割当予定先は、原則として条件成就の日の翌日より起算して10取引日以内に当

該行使指示に係る本新株予約権を行使します。

具体的には、各行使指示は、当日を含めた５連続取引日（終値のない日を除く。）の東証マザーズにおける当社

普通株式の普通取引の終値単純平均が本新株予約権の行使価額の130％（1,361円）を超過した場合には、発行要

項に従い定められる本新株予約権１個の目的である株式の数に行使を指示する本新株予約権の個数を乗じた株式

数が、条件成就の日の東証マザーズにおける当社株式の出来高の15％に最も近似する株式数となる個数を上限と

して行われます。

また、当日を含めた５連続取引日（終値のない日を除く。）の東証マザーズにおける当社普通株式の普通取引の

終値単純平均が本新株予約権の行使価額の150％（1,570円）を超過した場合には、発行要項に従い定められる本

新株予約権１個の目的である株式の数に行使を指示する本新株予約権の個数を乗じた株式数が、条件成就の日の

東証マザーズにおける当社株式の出来高の20％に最も近似する株式数となる個数を上限として行われます。

なお、本契約に基づく行使指示の株数は、直近７連続取引日（条件成就の日を含む。）の行使指示により発行さ

れることとなる当社普通株式の数の累計が、マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社（以下「マイ

ルストーン社」といいます。）が当社の大株主及び当社役員と締結した株式貸借契約に基づき保有している株式

の数の範囲内（最大61,000株）とすることとしております。

２．本新株予約権の行使請求の方法

(1）本新株予約権を行使請求しようとする本新株予約権者は、当社の定める行使請求書に、自己の氏名又は名称及

び住所、自己のために開設された当社普通株式の振替を行うための口座（社債、株式等の振替に関する法律第

131条第３項に定める特別口座を除く。）のコードその他必要事項を記載してこれに記名捺印したうえ、これを

上記表中「新株予約権の行使期間」欄の行使期間中に上記表中「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所

及び払込取扱場所」欄第１項「新株予約権の行使請求の受付場所」に提出し、かつ、かかる行使請求の対象と

なった本新株予約権の数に行使価額及び割当株式数を乗じた金額（以下「出資金総額」という。）を現金にて

上記表中「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄第３項「新株予約権の行使請求

の払込取扱場所」の当社が指定する口座（以下「指定口座」という。）に振り込むものとします。

(2）本項に従い行使請求を行った者は、その後これを撤回することはできない。

３．本新株予約権の行使の効力発生時期

本新株予約権の行使の効力は、上記２「本新株予約権の行使請求の方法」(1)の行使請求に必要な書類が上記表中

「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄第１項「新株予約権の行使請求の受付場

所」に到着し、かつ(2)当該本新株予約権の行使にかかる出資金総額が上記表中「新株予約権の行使請求の受付場

所、取次場所及び払込取扱場所」欄第３項「新株予約権の行使請求の払込取扱場所」の指定口座に入金されたと

きに発生する。

４．本新株予約権証券の発行及び株券の発行

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券及び行使請求による株券を発行しない。
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５．その他

(1）会社法その他の法律の改正等、本新株予約権発行要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、

当社は必要な措置を講じる。

(2）上記のほか、本新株予約権の発行に関して必要な事項の決定については、当社代表取締役社長に一任する。

(3）本新株予約権の発行については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。

 

（３）【新株予約権証券の引受け】

　該当事項はありません。

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

947,260,000 13,500,000 933,760,000

　（注）１．払込金額の総額は、本新株予約権付社債の発行価額（104,700,000円）及び本新株予約権の払込金額の総額

（4,960,000円）に本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額（837,600,000円）を合算した金額で

あります。

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

３．発行諸費用の概算額の内訳は、弁護士・本新株予約権付社債及び本新株予約権価格算定費用6,500,000円、信託銀

行費用2,000,000円、登記費用関連費用4,000,000円、その他諸費用1,000,000円となります。

４．本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、払込

金額の総額及び発行諸費用の概算額は減少します。

 

（２）【手取金の使途】

具体的な使途 金額（円） 支出予定期間

①　医薬品候補化合物　ＣＢＰ501　開発費
（次相臨床試験準備のための費用など）

400,000,000

平成25年12月
～平成27年６月②　医薬品候補化合物　ＣＢＳ9106　開発費

（臨床試験準備のための製剤製造費用、治験申請手続費用、臨
床試験費用、コンサルタント費用、外注委託費など）

133,760,000

③　研究費
（医薬品候補化合物ＣＢＰ501、ＣＢＳ9106の分析、評価、非
臨床試験、新規候補化合物獲得のためのスクリーニング等）

200,000,000
平成26年10月
～平成27年６月

④　運転資金 200,000,000
平成26年10月
～平成27年６月

　（注）１　差引手取概算額については、上記のとおり支出する予定であり、支出時期までの資金管理については、当社の銀

行預金等での安定的な金融資産で運用保管する予定でおります。

２　上記資金使途は、平成27年６月期までの資金使途の内訳を記載したものでありますが、資金調達額や調達時期は

本転換社債型新株予約権及び本新株予約権の行使状況により影響を受けることから、上記資金使途及びその内訳

については、変更される可能性があります。なお、資金使途及びその内訳を変更する場合には、その都度、東京

証券取引所へ適時開示を行います。

３　割当予定先との間で締結する本契約には、当社による行使指示条項が定められておりますが、株価等によって

は、当社が割当予定先に行使指示を行っても、十分な資金を調達できない場合もあります。したがいまして、市

場における当社株価の動向等によりましては本転換社債型新株予約権及び本新株予約権の全部又は一部が行使さ

れない可能性を含んでおります。このように本転換社債型新株予約権及び本新株予約権によって十分な資金を調

達することができなかった場合には、別途の手段による資金調達の実施又は事業計画の見直しを行う可能性があ

ります。なお、上記見直しを行った場合、その都度、東京証券取引所へ適時開示を行います。

EDINET提出書類

株式会社キャンバス(E23487)

有価証券届出書（組込方式）

16/34



＜資金調達の目的＞

　当社は、細胞周期におけるＧ２チェックポイントの阻害に着目した抗癌剤の基礎研究及び臨床開発に取り組む、創薬

ベンチャー企業です（Ｇ２チェックポイントは癌細胞と正常細胞を差別化する有力なターゲットであり、これに着目す

ることは副作用の少ない抗癌剤の開発に有用と考えられています）。現在当社は、臨床第２相試験（比較的少数の患者

様で、候補化合物の有効性・安全性及び用法用量を探索的に検討する試験）を完了した段階にある抗癌剤候補化合物Ｃ

ＢＰ501並びに前臨床試験（臨床試験を開始するために行う動物等を用いた試験）を完了した段階にある抗癌剤候補化合

物ＣＢＳ9106の２つの開発パイプラインを有しております。これらの化合物はいずれも、当社独自の薬剤スクリーニン

グ法（多数の化合物から目的の作用を持つものを選別するしくみ）により創出したものです。

◆開発パイプライン

　当社の開発パイプライン中で最も先行している化合物ＣＢＰ501は、ＣＢＰ501・シスプラチン・ペメトレキセドの３

剤併用による悪性胸膜中皮腫を対象とする臨床第２相試験（平成20年11月試験開始）並びに同じ３剤併用による非小細

胞肺癌を対象とする臨床第２相試験（平成21年６月試験開始）をＦＤＡ（米国食品医薬品局）の規制下で進め、いずれ

も完了しております。

　悪性胸膜中皮腫については、平成24年６月に開催された米国臨床腫瘍学会年次総会において、主要評価項目が達成さ

れたことを含む速報結果を発表いたしました。また、非小細胞肺癌を対象とする臨床第２相試験についても、平成25年

４月、特定の患者集団を対象とした解析で重要な副次的評価項目「全生存期間」（死亡までの日数。これを延ばすこと

が、抗癌剤の承認においては最も重要視されます）における顕著な効果が示唆されたことを含む速報データを公表いた

しました。

　当社は現在、これらの試験データの蓄積をもとに、次相の臨床第３相試験実施に必要な提携製薬会社確保に向けた提

携パートナー獲得活動を展開しております。

　また、ＣＢＳ9106については、平成21年６月に開始した前臨床試験を終了し、臨床試験開始の準備段階にあり、これ

に関してもＣＢＰ501とは別に提携パートナー獲得活動を展開しております。

　さらに、開発パイプラインの拡充に向けて、新規候補化合物の創出にも努めております。

　医薬品の開発プロセスは、長い期間と莫大な費用を必要とします。当社のような創薬ベンチャー企業が基礎研究・臨

床開発・製造・上市・販売及び上市後のフォローアップなどをすべて単独で行うことは困難であることから、開発期間

中においては製薬企業等との間で適切な提携関係を構築し、開発費の多くを提携先製薬企業等が負担する一方で、アッ

プフロント収入・マイルストーン収入等によって基礎的な収支を賄い、将来の製品上市後においてロイヤルティ収入等

により企業価値の最大化を図るのが、一般的な戦略とされています。

　当社は、ＣＢＰ501に関して、平成19年３月に武田薬品工業株式会社と共同事業化契約を締結しておりましたが、平成

22年６月に同契約を解消し、以来現在に至るまで、提携パートナーを有しない状態でＣＢＰ501臨床開発をはじめとする

事業活動を継続しつつ、次相以降の開発を一時待機状態として新たな提携パートナーの獲得を目指してまいりました。

また、ＣＢＳ9106については、臨床試験開始に必要な前臨床試験をすべて終了した状態で、ＣＢＰ501の提携成立まで開

発進展を待機してまいりました。

　しかしながら、

(1）ＣＢＰ501に関しては、次相の開発に向けた準備進捗を自社で図ることによって、製薬企業等にとっての開発品導入

魅力を高め得ると考えられること
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(2）ＣＢＳ9106に関しては、小規模な臨床第１相試験を自社主導で推進することができ、それにより製薬企業等にとっ

ての開発品導入魅力を高め得ると考えられること

の２点から、今般当社は、ＣＢＰ501にかかる提携の成立を待たずに、上記(1)及び(2)の開発を開始する判断をいたしま

した。

　今回の資金調達は、これら開発に必要となる費用（臨床試験に使用する薬剤の製剤製造費用、治験申請手続費用、臨

床試験費用、コンサルタント費用、外注委託費などを含む）、並びにその間の研究費（ＣＢＰ501、ＣＢＳ9106の分析、

評価、非臨床試験、新規候補化合物獲得のためのスクリーニング等）・運転資金に係る支出に充当することを主要な目

的として実施するものです。なお、研究費及び運転資金については、昨年８月に実施した第８回新株予約権の第三者割

当に伴う調達資金を現在充当中であり、今回の資金調達に係る調達資金はその後の期間に充当する予定です。

　今回の資金調達により、財務基盤の強化を図りつつ事業を推進し、当社の中長期的な企業価値の最大化を目指してま

いります。

 

＜資金使途の合理性に関する考え方＞

　上記のとおり、今回調達する資金は、ＣＢＰ501及びＣＢＳ9106の開発費、研究費及び運転資金に充当することで当社

創製化合物の研究開発進展を図ることができ、将来医薬品として上市された際にその販売から得られる利益によって当

社収益向上に寄与するものであり、かかる資金使途は合理的なものであると考えております。

 

第２【売出要項】
 

　該当事項はありません。
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第３【第三者割当の場合の特記事項】
 

１【割当予定先の状況】

ａ．割当予定先の概要

名称 マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社

本店の所在地 東京都港区赤坂二丁目17番22号

代表者の役職及び氏名 代表取締役　　浦谷　元彦

資本金 10百万円

事業の内容 投資事業

主たる出資者及びその出資比率 浦谷　元彦　100％

 

ｂ．提出者と割当予定先との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

 

ｃ．割当予定先の選定理由

(1）割当予定先を選定した理由

　マイルストーン社を今回の割当予定先として選定いたしました理由は、以下のとおりであります。

　研究開発段階の創薬ベンチャー企業でありながら、これまで３年余りにわたり製薬企業等の提携パートナーを有し

ていない当社にとって、事業の進捗を図るため必要となる資金の調達は重要な課題であります。

　当社はこれまでも、事業の進捗を図るため必要となる資金の調達方法について、提携パートナーからの収入以外

に、どのような方法が存在し、その中でどれが当社にとって最良の資金調達方法であるかを検討してまいりました。

その検討の具体的な内容については、本項「(2）本資金調達方法を選択した理由」に記載のとおりであります。

　また、第三者割当による新株予約権付社債及び新株予約権の発行を行う場合の割当予定先の選定にあたっては、第

一に資金調達が適時に行われることと、必要な資金が確保できる可能性が認められること、第二に最終的に市場で売

却することにより流動性向上に寄与していただけることを優先し、複数の割当予定先となり得る投資会社等との協

議・交渉を進めてまいりました。これらの候補企業の中で、上記の２点の優先事項に沿った形で、当社が昨年８月に

割当てた第８回新株予約権のすべてを行使し売却した実績を有するマイルストーン社を割当予定先に選定することに

いたしました。

　マイルストーン社は、平成21年２月に、代表取締役の浦谷元彦氏により設立された、東京に拠点を置く投資事業を

目的とした株式会社であり、既に日本の上場企業数社で新株予約権の引受けの実績があり、払込みも確実に行ってお

ります。（同社は、平成24年２月１日にマイルストーン・アドバイザリー株式会社（旧商号：マイルストーン・キャ

ピタル・マネジメント株式会社）による新設分割により設立され、従前の投資事業をそのまま引き継いでおりま

す。）開示資料を元に集計すると、同社は新設分割前を含めて設立以降本日現在までの約４年９ヶ月で、当社を除く

上場企業のべ26社に対して、第三者割当方式による新株式及び新株予約権の引受け並びに新株予約権の行使で約

10,500百万円の払込みを行っている実績があります。

　マイルストーン社がこれまで引受けを行った新株予約権はほぼすべて行使価額と目的株式数が固定された新株予約

権であり、実質的に行使可能となるのは発行会社の株価が新株予約権の権利行使価額を上回る場合に限られます。発

行会社の株価が権利行使価額を下回って推移する期間があることを勘案いたしますと、その行使実績からは、マイル

ストーン社による新株予約権の行使が市場動向に応じて適時に行われていることが推認できます。実際に、当社が昨

年８月に割当てた第８回新株予約権についても、適時に行使され、本年２月までに全新株予約権の行使を終えており

ます。したがって、マイルストーン社を割当予定先として選定することは、適時の資金確保を図るという本新株予約

権付社債及び本新株予約権の発行目的に合致するものと考えております。
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　また、本新株予約権は、「３［新規発行新株予約権証券（第９回新株予約権証券）］(2）［新株予約権の内容等］

注１」に記載したとおり、一定の条件下で当社からの行使指示が可能となるため機動的な資金調達が期待できること

から、現在、当社が採り得る資金調達手段の中で最良の選択肢であると判断いたしました。

　上記に加え、本新株予約権には、新株予約権の行使により、行使に係る新株予約権の新株予約権者が保有すること

となる当社株式数が、本新株予約権の発行決議日（平成25年11月14日）時点における当社発行済株式総数（3,671,500

株）の10％（367,150株）を超えることとなる場合、当該10％を超える部分に係る新株予約権の行使はできない旨の行

使制限条項が付されており、同社は市場動向を勘案しつつ適時株式を売却していく方針であると想定できることか

ら、同社を割当予定先として選定することといたしました。

 

(2）本資金調達方法を選択した理由

　当社は、本資金調達を実施するにあたり、各種資金調達方法について慎重に比較検討を進めてまいりました。その

結果、第三者割当による本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行により資金調達を行うことが最適であるとの結

論に至りました。以下は、本資金調達方法を選択した具体的な検討内容であります。

①　その他の資金調達方法の検討について

　当社は、この度の資金調達に際して、銀行借入、公募増資、第三者割当増資等の資金調達手段を検討いたしまし

た。しかしながら、当社の事業はまだ先行投資段階にあり、当面研究開発費等の投下経費が収益を上回る状況が続

く見込みであることから、間接金融（銀行借入）による資金調達は事実上調達困難な状況であり、本日現在におい

ても、間接金融（銀行借入）による資金調達は行っておりません。

　そのため、既存株主の皆様の株式の希薄化というリスクを懸念しつつも、直接金融に依拠せざるを得ない状況で

あります。そこで、数あるエクイティ・ファイナンス手法から資金調達手法を選択するにあたり、昨今の相場環境

に鑑みて、既存株主の皆様の利益に充分配慮した仕組みを備えた手法であるかどうかを重視して以下の資金調達方

法を検討いたしました。

　第三者割当増資による新株式の発行は資金調達が一時に可能になりますが、割当予定先の保有方針・投資目的や

規模によっては主要株主の異動が発生し、経営方針の急激な転換が行なわれた場合、当社の企業価値が毀損するこ

とで既存株主の皆様の利益を害する可能性があることから、当社が期待する企業価値向上に繋がる条件下での割当

予定先を見つけることは困難であったため、資金調達方法として適当ではないと判断いたしました。

　公募増資及び株主割当増資については、調達に要する時間及びコストも新株予約権より割高であること、また、

同時に将来の１株当たりの期待利益の希薄化も一度に引き起こすため、株価に対する直接的な影響が大きいとも考

えられ、過去連続して赤字を計上している当社の業績や無配が続いている現状や、昨今の金融情勢・資本市場の状

況を勘案した結果、今回の資金調達方法として適当ではないと判断いたしました。

　この点、今回の割当予定先に対する新株予約権付社債及び新株予約権の発行という資金調達方法は、他の増資施

策と比較して以下の「②　本資金調達方法（第三者割当による新株予約権付社債及び新株予約権発行）について」

に記載の特徴があり、株価への下落圧力を可及的に軽減し、既存株主の皆様の利益に充分に配慮しながら継続的な

研究開発資金を調達したいという当社のニーズを充足し得るものであります。さらに、新株予約権付社債を同時に

発行することで、速やかに手元流動性を高めることができ、現時点における最良の選択肢であると判断し、その発

行を決議いたしました。

 

②　本資金調達方法（第三者割当による新株予約権付社債及び新株予約権発行）について

　本資金調達方法は当社が主体となり一定の条件のもと本新株予約権の行使指示を行うことができることが大きな

特徴であり、また、下記に記載のとおり既存株主の皆様の株式価値の希薄化に一定程度配慮するスキームとなって

いることから、現時点において他の増資施策と比較して優れていると判断いたしました。

　本資金調達の検討にあたり具体的に当社が新株予約権の割当予定先に求めた点として、①純投資であることの表

明と実際に純投資実績を有すること、②株式価値の急激な希薄化をもたらさないこと、③株式流動性の向上に寄与

するために、取得した株を相対取引ではなく市場で売却すること、④環境や状況の変化に応じて当社がより有効な

資金調達手段を見出せた場合に迅速に買戻しが実行できるように取得条項を付すこと等があります。マイルストー

ン社との協議の結果、同社からこれらの当社の要望を受け入れた上で本資金調達に応じることが可能であるとの回

答が得られました。結果として、当社が選択した本資金調達方法は、他の資金調達方法と比較して以下の点が優れ

ているものと判断しております。

１．株式価値希薄化への配慮

　割当予定先は純投資目的であるため、当社の業績・株式市況環境により株価が転換価額及び行使価額を上回ら

ない場合、本転換社債型新株予約権及び本新株予約権の行使は行われないと考えられます。株価が転換価額及び

行使価額を上回った場合、割当予定先であるマイルストーン社は、本転換社債型新株予約権及び本新株予約権の

行使期間内にいつでも自己の判断で本転換社債型新株予約権及び本新株予約権の行使を行うことができますが、
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他方で、本新株予約権の発行決議日（平成25年11月14日）時点における当社発行済株式総数（3,671,500株）の

10％（367,150株）を超えることとなる場合の、当該10％を超える部分に係る本新株予約権の行使はできない旨の

行使条件が付されております。また一方で、本新株予約権の割当予定先であるマイルストーン社との間で締結さ

れた本契約において、株価が行使価額を一定以上上回った場合には、当社が割当予定先に対し、一定割合の行使

指示が可能な条項を付しております。これらにより、既存株主の皆様の株式価値希薄化に配慮しつつも資金調達

が可能と考えております。

２．流動性の向上

　本転換社債型新株予約権及び本新株予約権の行使による発行株式総数は、当社発行済株式総数の24.5％

（900,000株）であり、割当予定先による新株予約権の行使により発行される当社株式を、順次市場にて売却する

ことで、流動性の向上が見込まれます。

３．資金調達の柔軟性

　本新株予約権には取得条項が付されており、当社取締役会決議により発行価額と同額で割当予定先から当社が

取得することが可能となっております。また、本新株予約権付社債には繰上償還条項が付されており、発行価額

及び繰上償還日までの未払経過利息等を支払うことで当社は繰上償還することが可能となっております。また、

本契約においては、割当予定先に割当られる本新株予約権の半数を上限として、当社が割当予定先に対し、他の

第三者への譲渡指示を行うことが可能となる条項が規定されます。これにより、当社がより有利な資金調達方法

若しくは、より有利な割当先が確保できた場合はそちらに切り替えることが可能となります。

４．行使の促進性

　本新株予約権の内容及び本新株予約権の割当予定先であるマイルストーン社との間で締結された本契約におい

ては、一定の条件下で当社からの行使指示が可能となる後述の「(4）エクイティ・コミットメント・ラインの特

徴について」に記載する特徴を盛り込んでおります。

 

(4）エクイティ・コミットメント・ラインの特徴について

　本新株予約権のエクイティ・コミットメント・ラインは、新株予約権の行使価額と対象株式数を固定することによ

り、既存株主の皆様の株式価値の希薄化の抑制を図りつつ、具体的な資金需要が決定された時点において機動的な資

金調達を実行することを目的として設定されており、以下の特徴があります。

①　行使価額及び対象株式数の固定

　本新株予約権は、昨今その商品設計等について市場の公平性や既存株主への配慮といった観点からの懸念が示さ

れる行使価額修正条項付きのいわゆるＭＳＣＢやＭＳワラントとは異なり、行使価額及び対象株式数の双方が固定

されていることから、既存株主の皆様の株式価値の希薄化に配慮したスキームとなっております。発行当初から行

使価額は1,047円で固定されており、将来的な市場株価の変動によって行使価額が変動することはありません。ま

た、本新株予約権の対象株式数についても発行当初から800,000株で固定されており、将来的な市場株価の変動に

よって潜在株式数が変動することはありません。

　なお、株式分割等の一定の事由が生じた場合には、行使価額及び対象株式数の双方が本新株予約権の発行要項に

従って調整されます。
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②　行使指示条項

　本契約においては、以下の行使指示条項が規定されております。

　すなわち当社は、条件成就の場合、市場環境及び他の資金調達手法等を総合的に検討し、当社普通株式の出来高

数に連動した一定個数を上限に、当社が行使指示することができます。行使指示を受けた割当予定先は、原則とし

て10取引日以内に当該行使指示に係る本新株予約権を行使するため、当社の資金需要に応じた機動的な資金調達が

期待されます。

　具体的には、当社は割当予定先との間で締結される本契約に基づき、当社の裁量により割当予定先に10取引日以

内に行使すべき本新株予約権数を行使指示することができます。

　各行使指示は、当日を含めた５連続取引日（終値のない日を除く。）の東証マザーズにおける当社普通株式の普

通取引の終値単純平均が本新株予約権の行使価額の130％（1,361円）を超過した場合には、発行要項に従い定めら

れる本新株予約権１個の目的である株式の数に行使を指示する本新株予約権の個数を乗じた株式数が、条件成就の

日の東証マザーズにおける当社株式の出来高の15％に最も近似する株式数となる個数を上限として行われます。

　また、当日を含めた５連続取引日（終値のない日を除く。）の東証マザーズにおける当社普通株式の普通取引の

終値単純平均が本新株予約権の行使価額の150％（1,570円）を超過した場合には、発行要項に従い定められる本新

株予約権１個の目的である株式の数に行使を指示する本新株予約権の個数を乗じた株式数が、条件成就の日の東証

マザーズにおける当社株式の出来高の20％に最も近似する株式数となる個数を上限として行われます。

　なお、本契約に基づく行使指示の株数は、直近７連続取引日（条件成就の日を含む。）の行使指示により発行さ

れることとなる当社普通株式の数の累計が、マイルストーン社が当社の大株主及び当社役員と締結した株式貸借契

約に基づき保有している株式の数の範囲内（最大61,000株）とすることとしております。

 

③　行使制限条項

　本新株予約権には、本新株予約権の行使により、行使に係る本新株予約権の新株予約権者が保有することとなる

当社株式数が、本新株予約権の発行決議日（平成25年11月14日）時点における当社発行済株式総数（3,671,500株）

の10％（367,150株）を超えることとなる場合、当該10％を超える部分に係る新株予約権の行使はできない旨の行使

制限条項が付されております。

　かかる行使制限条項により、過度な一度の大量行使による既存株主の皆様の株式価値の希薄化を防止することも

可能となります。

 

④　取得条項

　本新株予約権には、本新株予約権の割当日から６ヶ月を経過した日以降いつでも、当社は取締役会により本新株

予約権を取得する旨及び取得日を決議することができます。当社は、当該取締役会決議の後、取得の対象となる本

新株予約権の新株予約権者に対し、取得日の通知又は公告を当該取得日の20営業日前までに行うことにより、取得

日の到来をもって、当社は本新株予約権１個当たりにつき本新株予約権１個当たりの払込価額で、本新株予約権の

全部又は一部を取得することができる旨の取得条項が付されております。

　かかる取得条項により当社は、研究開発の進捗次第で将来的に資金調達ニーズが後退した場合、又はより有利な

他の資金調達手法が確保された場合には、その判断により取得条項に従い本新株予約権者の保有する本新株予約権

の全部又は一部を取得することができ、本新株予約権の発行後も資本政策の柔軟性を確保することができます。
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⑤　譲渡制限

　本新株予約権は、割当予定先に対する第三者割当で発行されるものであり、かつ譲渡制限が付されており、当社

取締役会の承諾がない限り、割当予定先から第三者へは譲渡されません。また、当社取締役会の承諾を得て、割当

予定先が第三者に本新株予約権を譲渡する場合には、上記②記載の行使指示条項を含む本契約上の割当予定先の地

位が譲渡先に承継されることとなっております。さらに、より有利な他の割当先が確保された場合等に備え、本契

約において、当社の判断により割当予定先に対して、割当予定先に割当てられる本新株予約権の半数を上限とし

て、他の第三者への譲渡指示を行うことが可能となる条項が規定されます。

 

ｄ．割り当てようとする株式の数

　マイルストーン社に割り当てる予定の本転換社債型新株予約権及び本新株予約権の目的である株式の総数は900,000株

であります。

 

ｅ．株券等の保有方針

　割当予定先であるマイルストーン社とは、保有方針に関して特段の取り決めはありませんが、マイルストーン社から

は当社の企業価値向上を期待した純投資である旨の意向を表明していただいております。本転換社債型新株予約権及び

本新株予約権の行使により交付を受けることとなる当社普通株式については、市場動向を勘案しながら売却する方針と

伺っております。

 

ｆ．払込みに要する資金等の状況

　当社は割当予定先より引受けに係る払込を行うことが十分に可能である資金を保有している事を表明及び保証した書

面を受領しております。また、最近の財産状態の説明を聴取しており、払込みに要する財産の存在について確認してお

ります。

　当社は、平成24年２月１日から平成25年１月31日に係るマイルストーン社の第１期事業報告書を受領し、その損益計

算書により、当該期間の売上高2,766百万円、営業利益49百万円、経常利益が58百万円、当期純利益が76百万円であるこ

とを確認し、また、貸借対照表においては、平成25年１月31日現在の現金及び預金が149百万円であるところ、当社はマ

イルストーン社の預金口座の通帳の写しを受領し、平成25年10月17日現在の預金残高が910百万円であることを確認し、

払込みに必要な財産の存在を確認いたしました。当社が、マイルストーン社が本新株予約権付社債及び本新株予約権の

発行並びに本新株予約権の権利行使に係る資金を保有していると判断した理由といたしましては、財務諸表の各数値及

び預金口座残高により財務の健全性が確認されたこと、並びに本新株予約権付社債及び本新株予約権に係る払込み並び

に本新株予約権の行使に必要な現金及び預金を保有していることを確認できたことによるものであります。

　本新株予約権付社債に係る払込みに必要な資金は104百万円でありますが、本新株予約権の行使に当たっては、マイル

ストーン社は、基本的に本新株予約権の行使を行い、当社の大株主及び当社役員との間で締結した株式貸借契約に基づ

いて借り受けた当社株式を市場で売却することにより資金を回収するという行為を繰り返して行うことが予定されてい

るため、一時に大量の資金が必要になることはありません。また、マイルストーン社について、当社が払込資金として

十分と判断するに至った金額の最低目安は、行使制限条項として付した、「本新株予約権の発行決議日（平成25年11月

14日）時点における当社発行済株式総数（3,671,500株）の10％（367,150株）を超えることとなる場合、当該10％を超

える部分に係る新株予約権の行使はできない」という条件に依拠しており、当該金額は、約384百万円（367,150株×行

使価額1,047円）であります。なお、マイルストーン社は、当社以外の会社の新株予約権も引き受けておりますが、それ

らの会社においても当社と概ね同様のスキームで、新株予約権の行使により取得した当該会社の株式を売却することに

より、新たな新株予約権の行使に必要な資金を調達することが可能である旨を聴取により確認しております。

　以上より、当社は割当予定先が本新株予約権付社債及び本新株予約権に係る払込み並びに新株予約権の行使に必要な

資金を有しているものと判断いたしました。
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ｇ．割当予定先の実態

　当社は、マイルストーン社から、反社会的勢力との関係がない旨の確認書を受領しております。当社においても割当

予定先、当該割当予定先の役員又は主要株主（主な出資者）が反社会的勢力等とは一切関係がないことを独自に専門の

調査機関（株式会社トクチョー　東京都千代田区）に調査を依頼し、確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証

券取引所に提出しています。

 

２【株券等の譲渡制限】

　割当予定先であるマイルストーン社が、本新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社取締役会の決議による当社の

承認を要する旨の制限が付されております。ただし、割当予定先が、本新株予約権の行使により交付された株式を第三者

に譲渡することを妨げません。

 

３【発行条件に関する事項】

(1）払込金額の算定根拠及びその具体的内容

①　新株予約権付社債

　当社は、本新株予約権付社債の発行要項に定められた諸条件を考慮した本新株予約権付社債の評価を第三者算定機

関である株式会社プルータス・コンサルティング（東京都港区）（以下、「プルータス」といいます。）に依頼しま

した。当該機関は、一般的な価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、本新株予約権付

社債に付された利率、当社の株価、当社株式の流動性、割当予定先の権利行使行動及び割当予定先の株式保有動向等

について一定の前提を置いて評価を実施しました。この評価結果に基づき、当社は、本新株予約権付社債の発行価

額、本新株予約権付社債の転換価額、利率等の発行条件を決定いたしました。

　なお、本新株予約権付社債の転換価額は、当該発行に係る取締役会決議日の前日（平成25年11月13日）の東京証券

取引所における当社普通株式の普通取引の終値1,163円を参考とし、１株当たり1,047円（ディスカウント率9.97％）

に決定いたしました。転換価額の決定については、当社の業績動向、財務状況、株価動向等を勘案し割当予定先と協

議した上で総合的に判断いたしました。なお、本新株予約権付社債の転換価額の当該直前営業日までの１か月間の終

値平均1,253円に対する乖離率は△16.44％、当該直前営業日までの３か月間の終値平均1,201円に対する乖離率は△

12.82％、当該直前営業日までの６か月間の終値平均1,458円に対する乖離率は△28.19％となっております。

 

②　新株予約権

　当社は、本新株予約権の発行要項及びマイルストーン社との間で締結する予定の本契約に定められた諸条件を考慮

した本新株予約権の価格の評価を第三者算定機関であるプルータスに依頼しました。当該機関は、一般的な価格算定

モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価、当社株式の流動性、割当予定先の権利行

使行動及び割当予定先の株式保有動向等について一定の前提を置いて評価を実施しました。この評価結果に基づき、

当社は、本新株予約権１個の発行価額を6,200円としました。

　なお、本新株予約権の行使価額は、当該発行に係る取締役会決議日の前日（平成25年11月13日）の東京証券取引所

における当社普通株式の普通取引の終値1,163円を参考とし、１株当たり1,047円（ディスカウント率9.97％）に決定

いたしました。行使価額の決定については、当社の業績動向、財務状況、株価動向等を勘案し割当予定先と協議した

上で総合的に判断いたしました。なお、本新株予約権の行使価額の当該直前営業日までの１か月間の終値平均1,253円

に対する乖離率は△16.44％、当該直前営業日までの３か月間の終値平均1,201円に対する乖離率は△12.82％、当該直

前営業日までの６か月間の終値平均1,458円に対する乖離率は△28.19％となっております。

　当社監査役全員も、本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行条件は、第三者算定機関によって算出された評価

額に基づき決定されていること等から、割当予定先に特に有利な金額（会社法第238条第３項）には該当しないと判断

しており、当社は、取締役会の判断を相当とする旨の意見書を当社監査役全員より入手しております。
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(2）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠

　今回の資金調達により、平成25年６月30日現在の総議決権数36,694個（発行済株式数3,671,200株）に対して最大

24.5％の希薄化が生じます。しかしながら、当該資金調達により、別記「第１　募集要項　４　新規発行による手取金

の使途　(2）手取金の使途」のとおり、当社創製化合物の研究開発進展を図ることができ、将来医薬品として上市され

た際にはその販売から得られる利益によって今後の当社収益が向上することから、今回の資金調達はそれに伴う希薄化

を考慮しても既存株主の株式価値向上に寄与するものと考えられ、発行数量及び株式の希薄化の規模は合理的であると

当社は判断しました。

　なお、①本新株予約権及び本転換社債型新株予約権の目的である当社普通株式数の合計900,000株に対し、当社株式の

過去６か月間における１日当たり平均出来高は101,119株であり、一定の流動性を有していること、②本新株予約権は当

社の資金需要に応じて行使をコントロール可能であり、かつ③当社の判断により本新株予約権を取得することや本新株

予約権付社債を繰上償還することも可能であることから、本新株予約権及び本新株予約権付社債の発行は、市場に過度

の影響を与える規模ではなく、希薄化の規模も合理的であると判断しました。

 

４【大規模な第三者割当に関する事項】

　該当事項はありません。
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５【第三者割当後の大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

総議決権数に
対する所有議
決権数の割合
（％）

割当後の所有
株式数（株）

割当後の総議
決権数に対す
る所有議決権
数の割合
（％）

マイルストーン・キャピ
タル・マネジメント株式
会社

東京都港区赤坂二丁目17番
22号

－ － 900,000 19.70

日本トラスティ・サービ
ス信託銀行株式会社（信
託口）

東京都中央区晴海1-8-11 411,400 11.21 411,400 9.00

大村　明 静岡市葵区 136,600 3.72 136,600 2.99

日本マスタートラスト信
託銀行株式会社（信託
口）

東京都港区浜松町2-11-3 108,600 2.96 108,600 2.38

資産管理サービス信託銀
行株式会社（証券投資信
託口）

東京都中央区晴海1-8-12 92,000 2.51 92,000 2.01

武田薬品工業株式会社 大阪市中央区道修町4-1-1 64,500 1.76 64,500 1.41

バンク　オブ　ニユー
ヨーク　ジーシーエム　
クライアント　アカウン
ツ　イー　アイエルエム
（常任代理人　株式会社
三菱東京ＵＦＪ銀行）

MERRILL LYNCH FINANCIAL 
CENTRE 2 KING EDWARD 
STREET LONDON EC1A 1HQ 
U.K.

56,700 1.55 56,700 1.24

河邊　なおみ 静岡県沼津市 50,000 1.36 50,000 1.09

菅沼　正司 愛知県豊田市 50,000 1.36 50,000 1.09

ライフサイエンス２号投
資事業有限責任組合

東京都文京区春日2-10-15 50,000 1.36 50,000 1.09

マネックス証券株式会社 東京都千代田区麴町2-4-1 43,868 1.19 43,868 0.96

計 － 1,063,668 28.99 1,963,668 42.97

　（注）１　割当前の「所有株式数」及び「総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、平成25年６月30日現在の株主名簿

上の株式数によって算出しております。

２　「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、「割当後の所有株式数」に係る議決権の数を、「総議

決権数に対する所有議決権数の割合」の算出に用いた総議決権数に本新株予約権及び本転換社債型新株予約権の

目的である株式に係る議決権の数を加えた数で除して算出しております。

３　本新株予約権及び本新株予約権付社債は、行使されるまでは潜在株として割当予定先にて保有されます。今後割

当予定先による行使状況及び行使後の株式保有状況に応じて、大株主の状況が変動いたします。

４　割当予定先であるマイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社の「割当後の所有株式数」は、割当予定

先が、本新株予約権及び本転換社債型新株予約権の行使により取得する当社株式を全て保有した場合の数となり

ます。別記「１　割当予定先の状況　ｅ．株券等の保有方針」欄に記載のとおり、割当予定先は本新株予約権及

び本転換社債型新株予約権の行使により取得する当社株式を原則として長期間保有する意思を有しておりませ

ん。
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６【大規模な第三者割当の必要性】

　該当事項はありません。

 

７【株式併合等の予定の有無及び内容】

　該当事項はありません。

 

８【その他参考になる事項】

　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
 

　該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】
 

第１【公開買付けの概要】
 

　該当事項はありません。

 

第２【統合財務情報】
 

　該当事項はありません。

 

第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】
 

　該当事項はありません。
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第三部【追完情報】
 

１．事業等のリスクについて

　後記「第四部　組込情報」の有価証券報告書（第14期）及び四半期報告書（第15期第１四半期）（以下「有価証券報告

書等」といいます。）に記載された「事業等のリスク」について、本有価証券届出書提出日までの間に生じた変更その他

の事由は以下の通りであります。以下に挙げた内容は、有価証券報告書等に記載された「事業等のリスク」の変更及び追

加箇所を記載したものであり、当該箇所に下線を付しております。

　また、有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、本有価証券届出書提出日現在において変更の

必要はないものと判断しており、また、新たに記載すべき将来に関する事項もありません。

 

［事業等のリスク］

①～⑦　略

 

⑧　潜在株式の行使による当社株式価値の希薄化について

　当社は、当社取締役、監査役、従業員及び社外協力者等の業績向上に対する意欲や士気を高め、また優秀な人材を確

保する観点から、ストック・オプション制度を導入しており、旧商法第280条ノ20、旧商法第280条ノ21及び旧商法第280

条ノ27の規定、並びに、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、株主総会の決議において承認を受け、新

株予約権を取締役、監査役、従業員及び社外協力者に対して付与しております。

　本有価証券届出書提出日現在における当社の発行済株式総数は3,671,500株ですが、これに対して、当該新株予約権が

将来行使された場合の新株（以下「潜在株式」といいます）発行予定株数の合計は310,600株と発行済株式総数の8.5％

であります。

　今後についても優秀な人材確保のために、同様のインセンティブプランを継続して実施する可能性があります。この

ため、既に付与された、もしくは今後付与される当該新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式

価値は希薄化する可能性があります。

　また、当社は平成25年11月14日開催の当社取締役会において、マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社

を割当予定先とする第三者割当てによる新株予約権付社債及び新株予約権の発行を決議いたしました。これらの新株予

約権がすべて行使された場合に発行される当社株式の総数は900,000株（発行済株式総数の24.5％）であり、当該新株予

約権が行使された場合には１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。

　さらに、潜在株式の行使により取得した株式が市場で売却された場合は、需給バランスに変動を生じ、適正な株価形

成に影響を及ぼす可能性があります。

（後略）

 

２．最近の業績の概要について

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社キャンバス(E23487)

有価証券届出書（組込方式）

29/34



第四部【組込情報】
 

　次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

 有価証券報告書
事業年度
（第14期）

自　平成24年７月１日
至　平成25年６月30日

平成25年９月26日
東海財務局長に提出

 四半期報告書
事業年度

（第15期第１四半期）
自　平成25年７月１日
至　平成25年９月30日

平成25年11月13日
東海財務局長に提出

　なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用して提出

したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイドライン）Ａ４

－１に基づき本届出書の添付書類としております。
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第五部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。

 

第六部【特別情報】
 

第１【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】
 

　該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書　

 

　  　平成25年11月11日

株式会社　キャンバス 　

　取締役会　御中　 　

 

　 有限責任監査法人　トーマツ　

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 早稲田　宏　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鴫原　泰貴　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社キャン

バスの平成25年７月１日から平成26年６月30日までの第15期事業年度の第１四半期会計期間（平成25年７月１日から平成

25年９月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成25年７月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社キャンバスの平成25年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　
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　 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 　

　

　 平成25年９月20日

株式会社　キャンバス 　

　 取締役会　御中 　

　

　 有限責任監査法人　トーマツ　

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　公認会計士 早稲田　宏　　印

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　公認会計士 鴫原　泰貴　　印

　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社キャンバスの平成24年７月１日から平成25年６月30日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表

について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

キャンバスの平成25年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社キャンバスの平成25

年６月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、株式会社キャンバスが平成25年６月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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